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1. 一般仕様 

1.1  件名 

環境モニタリング情報公開システムの更新 

 

1.2  目的 

本件は、環境モニタリング情報公開システムについて Microsoft office に依存しな

いデータベースおよびグラフ作成機能等にシステムを更新するものである。また、更新

にあたっては上流側システムとの取り合いを維持できるようにすること。 

 

1.3  契約範囲 

1.3.1 契約範囲内 

(1)システム環境構築 

(2)プログラム改修 

①データベースアクセス方法の変更 

②グラフ等作成機能の変更 

 

開発環境 

項目 現行 次期 

開発環境 Microsoft Visual Basic 6.0 (VB6) Microsoft Visual Studio 2026 

データベース PostgreSQL 9.2 PostgreSQL 9.2 

フレームワーク ― Microsoft .NET 8.0 

 

 1.3.2 契約範囲外 

  1.3.1契約範囲内に記載なきもの 

 

1.4  納期 

令和 9年 3月 29 日 

 

1.5  納入場所及び納入条件 

(1) 納入場所：日本原子力研究開発機構大洗原子力工学研究所 環境監視棟 

(2) 納入条件：持込調整後渡し 

（受注者のシステム環境下でソースを構築後、納入場所の指定サーバに実装） 

 

1.6 検収条件 

「2.2作業内容」に定めた作業の実施、「2.3試験・検査」の合格及び「1.7提出図書」

の完納をもって検収とする。 
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1.7 提出図書 

図書名称 提出時期 部数 確認 

実施計画書(工程表、体制) 契約締結後速やかに 1 要 

システム設計書 設計終了後 1 週間 1 要 

検査要領書 検査開始前までに 1 要 

検査成績書 検査後速やかに 1 要 

設定マニュアル 

（インストール手順書も含む） 

納期までに 
1 要 

システム一式を納めたメディア 納期までに 1 要 

 

（提出場所） 

   大洗原子力工学研究所 環境監視棟 

 

1.8  貸与品 

現行のシステム設計書及びソース一式を納めたメディア 一式 

  引渡場所は大洗原子力工学研究所 環境監視棟とする。 

 

1.9 品質保証 

受注者は本契約に係る品質管理(検査、図書作成等)について、受注者の品質保証体

制の中で管理するものとする。 

 

1.10 適用法規・規格基準 

本作業にあたっては、以下の規格を適用または準用して行うこと。 

 (1) 情報セキュリティマネジメントシステム（ISO27001） 

 (2) 品質マネジメントシステム (ISO9001) 

 

1.11 産業財産権等 

産業財産権等の取扱いについては、別紙「産業財産権特約条項」に定められたとお

りとする。 

 

1.12 機密保持 

受注者は、本業務の実施に当たり、知り得た情報を厳重に管理し、本業務遂行以外

の目的で、受注者、中小受託事業者等の作業員を除く第三者への開示又は提供を行っ

てはならない。 

 

1.13 グリーン購入法の推進 

(1) 本契約において、グリーン購入法(国等による環境物品等の調達の推進等に関する
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法律)に適用する環境物品(事務用品、OA機器等)が発生する場合は、これを採用す

るものとする。 

(2) 本仕様に定める提出図書(納入印刷物)については、グリーン購入法の基本方針に

定める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

1.14 協議 

本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生

じた場合は、原子力機構と協議の上、その決定に従うものとする｡決定事項は相互に

て確認し、提出図書に反映すること。 

 

1.15 その他（業務に必要な資格等、不適合の処理、特記事項） 

1.15.1 不適合の処理 

受注者は本契約の過程や監査等において発生又は発見された不具合について、その

内容及び処理方法等を速やかに報告書により原子力機構に報告すること。処理方針等

については原子力機構担当者と協議のうえ決定し、その指示に従うものとする。 

 

1.15.2 業務に必要な資格等 

(1) 現行システムの調査分析、システム環境構築及びプログラム改修にあたり、システ

ム環境を受注者自らで整備できること。 

(2) 本作業において取り扱う環境放射線モニタリングデータ、及び「1.10 適用法規・

規格基準」にあげた法規等の知見を有すること。 

 

1.15.3 特記事項 

(1) 本作業の完了にあたっては、当該作業における問題点を忌憚なく報告すること。 

(2) 受注者は本製作品の維持又は、運用に関する技術情報について、その有無に係らず

システム設計書で報告するものとする。 

(3) 受注者はセキュリティ対策の不備に起因する秘密情報の外部漏洩、コンピュータ

ウィルス、不正アクセス行為などさまざまなセキュリティ事象に備えた万全の対

策を講じる必要がある為、情報セキュリティマネジメントシステム(ISO27001)認

証を取得又は、同等の情報セキュリティ管理体制を有していることを示すこと。 
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2. 技術仕様 

2.1 概要 

Office に依存しないデータベースおよびグラフ作成機能等にシステムを更新するも

のである。また、上流側システムとの整合が必要となる場合はその改修もおこなう。 

 

2.2 作業内容 

(1) システム環境構築 

現行運用している WindowsServer2019に対し、更新したシステムのインストールお

よびシステムの動作に付随する IIS、Web サーバ（イントラネット用）、FTPサーバ

（公開ページの転送用）の設定変更も含めておこなう。また、今回更新するシステ

ムは WindowsServer2019上での動作を前提としているが、今後ハードの更新にとも

ない OS のバージョンアップが考えられるため、現在の最新バージョンである

WindowsServer2025上でも動作することを確認すること。 

(2)プログラム改修 

① データベースアクセス方法の変更 

現行システムでは、Accessデータベースを経由して環境監視 DB(PostgreSQL 9.2)

のデータを参照しているが、Access データベースを介さずにアプリケーション

から PostgreSQL 9.2へ直接接続するために必要となる改修をおこなう。 

   ②グラフ等作成機能の変更 

現行は Excel の機能を利用してグラフ等を作成しているが、Excel の機能に依存

しない VisualStudio2026(NuGetパッケージ)の ScottPlotを用いて作成する。また、

システムの修正が必要であればその改修もおこなう。 

   

2.3 試験・検査 

本仕様書に基づく作業において実施する試験・検査の項目は以下の通りとする。 

(1) 原子力機構のシステム環境下において構築したソースを実装し、機構のシステム環

境下（WindowsServer2019）において全機能が正常に動作することを確認する。 

(2) WindowsServer2025 における動作については、受注者の保有するシステム環境下で

試験検査し、試験結果について書面により確認する。 

具体的な項目、内容については検査要領書に定め実施するものとする。 

以上 

 



産業財産権特約条項 
 
 

（乙が単独で行った発明等の産業財産権の帰属） 
第１条 乙は、本契約に関して、乙が単独でなした発明又は考案（以下「発明

等」という。）に対する特許権、実用新案権又は意匠権（以下「特許権等」と

いう。）を取得する場合は、単独で出願できるものとする。ただし、出願する

ときはあらかじめ出願に際して提出すべき書類の写しを添えて甲に通知する

ものとする。 
 
（乙が単独で行った発明等の特許権等の譲渡等） 
第２条 乙は、乙が前条の特許権等を甲以外の第三者に譲渡又は実施許諾する

場合には、本特約条項の各条項の規定の適用に支障を与えないよう当該第三者

と約定しなければならない。 
 
（乙が単独で行った発明等の特許権等の実施許諾） 
第３条 甲は、第 1 条の発明等に対する特許権等を無償で自ら試験又は研究の
ために実施することができる。甲が甲のために乙以外の第三者に製作させ、又

は業務を代行する第三者に再実施権を許諾する場合は、乙の承諾を得た上で許

諾するものとし、その実施条件等は甲、乙協議の上決定する。 
 
（甲及び乙が共同で行った発明等の特許権等の帰属及び管理） 
第４条 甲及び乙は、本契約に関して共同でなした発明等に対する特許権等を

取得する場合は、共同出願契約を締結し、共同で出願するものとし、出願のた

めの費用は、甲、乙の持分に比例して負担するものとする。 
 
（甲及び乙が共同で行った発明等の特許権等の実施） 
第５条 甲は、共同で行った発明等を試験又は研究以外の目的に実施しないも

のとする。ただし、甲は甲のために乙以外の第三者に製作させ、又は業務を代

行する第三者に実施許諾する場合は、無償にて当該第三者に実施許諾すること

ができるものとする。 
２ 乙が前項の発明等について自ら商業的実施をするときは、甲が自ら商業的

実施をしないことにかんがみ、乙の商業的実施の計画を勘案し、事前に実施料

等について甲、乙協議の上、別途実施契約を締結するものとする。 
 
（秘密の保持） 
第６条 甲及び乙は、第１条及び第４条の発明等の内容を出願により内容が公

開される日まで他に漏洩してはならない。ただし、あらかじめ書面により出願

を行った者の了解を得た場合はこの限りではない。 



 
（委任・下請負） 
第７条 乙は、本契約の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせた場

合においては、その第三者に対して、本特約条項の各条項の規定を準用するも

のとし、乙はこのために必要な措置を講じなければならない。 
２ 乙は、前項の当該第三者が本特約条項に定める事項に違反した場合には、

甲に対し全ての責任を負うものとする。 
 
（協議） 
第８条 第１条及び第４条の場合において、単独若しくは共同の区別又は共同

の範囲等について疑義が生じたときは、甲、乙協議して定めるものとする。 
 
（有効期間） 
第９条 本特約条項の有効期限は、本契約締結の日から当該特許権等の消滅す

る日までとする。 


